













































































































































































































? 訓89 8 486，512注）増島・高橋・大野ほか「無産政　　党の研究」5ペーージ。
なしていた。
　ここで，無産政党の都市政策について，まず，政治研究会調査部委員会
（委員長鈴木茂三郎）などのメンバーによって研究せられ，全国単一無産政党
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）準備委員会第2次総会のため作成された行動綱領草案を例にとってみよう。
（5）　政治研究会調査委員会には，鈴木茂三郎はじめ，大山郁夫・有沢広己・三輪丁壮
　　・山田盛太郎・猪俣津南雄・高野実などの名前もみえる。たとえば土地国有化につ
　　いて有沢広巳が，また住宅政策について山田盛太郎が提案しているなどメンバーも
　　多採であった。（社会文庫編「無発政党史史料戦前前期」　（柏書房，1965年）128～
　　工35ページ）
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まず政治面では，満18才以上の男女の無制限選挙権及び被選挙権の獲得など
普通選挙のスローガンがかかげられている。
　つぎに租税政策（国・地方）については，（D生活必需品（日用品）の消費
税及び関税の撤廃，②地租，家屋税，資本利子税，営業税，所得税，相続税
の高率累進賦課，③高率資本課税の創設（．高率累進財産税の創設），（4）財産税．
及び奢年税の創設などがかかげられ，経済政策，土地政策については，土地
：国有化，耕作権の確立（並びに最高小作料の制定），耕作者の土地共同管理権
の獲得，社会政策については無産者の老廃者，妊婦及び幼児扶養の国庫負
担，無産者の療養・保健・衛生施設の完備e，無産者住宅の公給並びにその管
理権の獲得s無産婦人の人身売貿の禁止など。　さらに教育面では女子の教育
及び職業に関する一切の制限の撤廃，・義務教育年限延長ならびに無産階級子
弟の義務教育期間における一切の費用の国庫負担などの具体的要求が掲げら
れ，地方財政改革要求，地方自治運動の性格もこういつた申につよく示され
　　　　　　（6）ていた：といえる。
　一方，・当時の無産政党経済綱領概要第1回高橋（亀吉）案などにもかなり具
体的な経済政策，都市政策への要求がかかげられていたので，つぎにこの点
を若干みておこう。そこでは，国民大多数の生活難や失業，就職難，生活の
不安を除去する方策は，まず産業振興を計ることにあるとし，生産費の低下
をはかるため，地代・資本費・労働費（生活費）・原料費などの低下，資源
　　　　　　　　　　　　　（7）の最有効の利用を計らんとする6これは，一面都市商工ブルジョアジーの要
求に通ずるものであったともいえようが，個々の要求ではそれ自身注目すべ
きものも多々有していた。
　たとえば，地主対策としては，地代の低下をはかるため，こヒ地の1坪当り
単価に従い地租の累進的増税を計る，租税政策により，一・定以上の地代を国
庫に納めること，土地の所有権よりも利用権の尊重，をかかげるなどはその
（6）高橋亀吉編「財政経済2S年誌」第3巻政治篇（下）参照。
（7）　高橋，前掲書，224　Ae　一一ジ以下。
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一例である。まt　一一方労働者の生活費を軽減するため，住宅の公営と家賃の
制限とを併せ行なうこと，一定以上の地代に極度の累進税並びに地価増価税
を課す（傍点引用者）というのであり，あわせて，都市の一部の土地を公有化
し低廉なる地代を以て，他の地主の地代・を牽制し，かくして地価を引下げ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C8）漸次都市の土地を公有にすること，などをかかげているのである。
　また，政治綱領の指導原則には，デモクラシーの徹底，官僚制度の撲滅，
とくに，地方臼冶においては，中央集権画一主義を廃レて地方分権，非画一・
主義とすること，などを原則としてかかげているが，生産の能率向上，生産
能力の改造を主眼としてたとえば，．「産業指導の機関を町村に移し，且つそ
の機能を十分発揮せしむるため，現在の町村を経済的地域に従って併合し，
且つ，少なくとも町村のA口最低5，000以．ヒとする（因に現在の産業指導機関は
郡県である）。それと共に，県も亦，経済地域に従って合併し，知事以下を民．
選として，主として地方の産業開発の中央機関として働かしめ，現在の中央
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）機関の下働きを主とするが如き制度を廃すること」などとして，一面で資本
側の要求する地方行政の合理化，効率的再編成に賛成する態度がみられるこ
とが注意されよう。
　こういつた高橋案など、にみられる立場は，綱領草案をめぐって左派との分
　　　　　　　　　　　　　（10）裂を招く結果をもたらしたが，これを若干改め他の委員の意見もいれて作成
した第2回高橋案（大正14年6月）には，さらに，地方自治体に独立の税種を
与えるとか，今日のいわゆるキャピタル・ゲイン課税としての資産（本）課・
税案，　日銀の公有化，都市の食堂，湯屋，質屋の公営化，宅地・住宅の漸進．
（8）その他資本を利するとみられる保護関税の撤廃，補助金乃至奨励金の撤廃，利益，
　　保証の廃止等もかかげられていた。
（9）高橋前掲書，227ページ。
（IQ）高橋，前掲書，231ページ，なお，当時の金解禁論争など在野で自由な論陣を張
　　つた東洋経済新報社の高橋は，鈍甲を脱退した当時を回顧し，　「…問題の焦点は，
　対地主戦の段階で一応成功した小農民層を，どうして，無産階級運動の有力な一翼
　　たらしめるか，そこに最大の重点がある」　（「経済評論50年」UOページ昭和38年投
　資経済社）とのべていることからも運動をめぐる論争点の一つは明らかであろう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11＞的公営，地方分権非画一主義など，かなり具体的な要求がかかげられていko
　と．りわけ，地方財政における農村財政の不均衡を是正する財政調整策をか
ねて，「一定限度以下の経済力を有する自治体に対し，その程度に応じて義
　　　　　　　　　　　　（12）務教育費を国庫の負担とす」　（傍点引用者）などの点をかかげていたことも
注意されよう。　また，都市におけると同様に農村における病院・医療施設の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）完備等最低生活程度（ミニマム）の保証もかかげている。　この第2次高橋案
は，第1次案と比べてかなり改善され，個々の政策では興味ある問題も提起
されていたが，政研も解休され，結局私案に終っている。
　かくして1925年（大正14年）12月「農民労働党」の結成をみるまでに，無産
回状準備委員会陰2次総会のために作成せる調査委員会の綱領草案，政治研
究会の綱領ならびに政治研究会本部調査委員会案，　日本労働総同盟の綱領，
左派を代表するとされた日本労働組合評議会の政綱，　日本農民組合の綱領，
前述の第1回・第2圓高橋案など左右両派諸団体の政策綱領がほぼ出そろっ
たといえよう。そのばあい，立場のちがいはあれかれらのかかげた都市政
策，地方自治要求は）．かなり具体的であった点，しかも，今日いわれている
都市労働者の社会的共同消費手段不足の問題にかなり具体的に迫っていた点
（U）高橋，前掲書，234ページ以下。
（12）高橋，前掲＝書，238ページ。
（13）なお一般綱領案にふくまれていた農村政策も，都市政策に比べてなお比重が融き
　　かったが，ここではこれ以上ふれない。
（14）各団体の政綱案は，具体的な要求ではかなり共通したものも多かった。ただ前述
　　の政治研究会の中には，自由主義者もいれば，社会改良主義者もおり，アナ7キス
　　トもいればコンミュニストもいたと高橋はいう。結局右派グループたる総同盟など
　　のこれからの分裂，脱退により「政研」の解体をみるが，これに対比し，当時の単
　　一無産政党運動の左派を代表するとみられる日本労働組合評議会の政綱には，党の
　　基本的性質として，（／）階級的政党であること，（ロ）大衆的政党であること，困闘争的
　　政党であること，従って議会主義でないこと（注，当時の無産政党はほとんど合法
　　的議会主義をかかげていた），（＝）綱領は行動綱領であること，などをかかげかなり
　　尖鋭であった点注意される。しかしいずれにしろ，無産政党の地方自治・地方財政
　　の要求は，都市化の中におけるその具体的な行財政改革要求など，地方行政機関を
　　通じて，対立階級の政治的紐帯を切断し，自階級の結成をはかるという性格が，当
　　初には共通項として存在していたのではあるまいか。（たとえば青野季吉「無産政
　　党とその地方政策の基調」地方行政第33巻第工2号などを参照）
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注目され評価されうるのである。
2．　無産政党と土地課税対策
　そこで，これをさらに，各無産政党の主張のうち代表的なものを申心に，
とくに土地政策などに焦点をおいて，資料の許す範囲で若干検討してみよ
う。まず前述のような単一無産政党組織準備の調査委員会綱領草案にかかげ
られた具体的な要求や主張は当時の各無産政党の主張にも多かれ少なかれ反
映していたといえよう。
　まず，前述の大正14年12月lEl，杉山元治郎，浅沼稲次郎らによって結成
され，即日禁止された：「農民労働党」は，その宣言において「民衆の時代が
来た。民衆がそれ自らの政治を確立する時が来た。…普通選挙制度の下にあ
る民衆は，必ず認れ自らの政党を組織し，独立せる政綱政策を有し，また常
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）に真正なる自己階級の意志を政治上に実現すべきである」として，いままで
の政治がすべて少数有産・特権階級の独占するところであったことを批判
し，800万余の無産階級労働者農民大衆の結集をよびかけている。もっとも，
そのかかげた綱領たるや前述の綱領草案をやや短縮したものでほぼこれと変
わりないものであった。
　農民労働党結社禁止後の1926（大正15年）年3月5日，「労働農民党」がや
はり日本労働組合評議会（共産党系と目されていた）などを除外して組織され
た。中央執行委員長杉山元治郎（後に大山郁夫），書記長三輪寿壮（後に細迫兼
光）であったが，共産党などに門戸を開くべきか否かで意見対立し，日本労
働総同盟ほか，別に社会民衆党（後述）ないしは日本労農党（大正14年12月23
旧創立）に移ったグループが脱党し，この嵐の中で陣営をたてなおして筒年
ユ2月12日第1回大会を開催し（新たに大山委員長，細迫書記長として），運動
を展開した（当初2名当選），昭和3年4月10日，いわゆる3・15事件の後を
〈⊥）高橋前掲書239ページ6
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受けて結社禁止を命ぜられている。その創立宣言には，普通選挙の実施がわ
が国民の社会生活に，合理的手段による改造の希望を与えたことを評価し，
公明正大なる言論と合法的政治の運用，議会主義によることをのべ1わが国
国民最多数を占める無産階級即ち労働者，小作農民をはじめとして，幾百万
の小農，小商工業者，下層俸給生活者などの生活権の確立，擁護に立ち上る
　　　　　　　（2）こζをのべている。　ここに，当時の無産階級政党の大衆的性格が鮮明にされ
ているといえるが，その綱領，経済政策においては，前述の農民労働党のば
あいとほとんど変っていない。
　大正末期に創立をみた無産政党のいま一つの代表は，安部磯回氏を委員長
とする「社会民衆党」であろう。この党は，大正15年12月5日結党大会を開
いているが，安部磯雄，吉野作造，堀江帰一の3氏を肝入りとする声明書に
もとづいて，結党宣言，綱領の採択をなしている。そこでは，普選実施と共
に少数特権階級の利害を排して大多数の勤労階級を代表する無産政党の樹立
をかかげ普選当初の衆議院議員選挙に4名を当選させている。急進主義を排
し，合法的手段によって改革をなすとする中道穏健的な大衆的無産政党とし
ての性格を示している（主脳者には安部氏のほかに，鈴木文治，片山哲氏などの名前
もみえる）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　いま，その政策のうち地方自治，都市政策などを申心にみると，まず，地
方自治では，中央集権的警察政治を打破し，地方自治制を徹底的に確立せよ，
と基本的な行政組織の改革を主張する。財政および税制の改革では，支出面
で，軍事費を極限し勤労階級の支出を増大せよと主張するのは当然として，
とくに，当時伏魔殿とさえいわれ，帝国主義的な資本輸出，国内の資本救済
に用いられた大蔵省預金部資金を勤労階級の為に運用せよといった内容など
が目につく。．
（2）高橋前掲書，241～2ページ。
（3）高橋，前掲書，246－250ぺF一一ジ。
（4）』各政党の主張「いかなる人を選ぶべきか」千倉書房，昭和5年，96ページ。
　　　　　　　　　　　　　　一139一
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　きらに，国税に関する改革では，財産税を設定することを要求すると共
に，やはり，土地増価税を設定することなどを主張しているのである。また
地方税改革では，（4）特別地税の廃止をはじめ，（m）とくに都市零細商工業者な
どに重課されたとみられるところの府県営業税（湯屋税，理髪業税等）の廃止，
（A）細民重課といわれる雑種税としての自転車税，荷車税，牛馬車税などの廃
止，⇔自小作小農民にさえ重かった家屋税免税点の設定や戸数割の廃止，爾
そして資産所有者としての地主層に対しては地方税の財産所得税附加税率を
増大すべきことなどを主張している。
　つぎに，都市における土地制度の改革では，都市住宅地を公有とせよと
し，あとで検討するような土地公有化論を展開する。教育行財政の改革で
は，義務教育費の全額公費制，小学校教員の俸給を増額せよ，などをかか
げ，教育内容！（ついては，国定教科書編纂委員会議に民衆代表を参加させる
ことを主張している。農民学校・労働学校の公費制，夜間申学校の普及・公
費制も主張しているのは当然のことであろう。都市的社会的施設については，
疾病，養老，災害に関する社会保険法の制定，小住宅地域の衛生保険施設の
完成，托児所の公営普及，交通機関，電気，瓦斯，水道の公営，きらに，中
央卸売市場の公営なども主張している。
　住宅政策では，家賃制隈法の設定，勤労者住宅の公営増設，敷金の禁止，
借家人組合法の制定など勤労者の居住権確立のための諸政策を主張してい
る。それ以上の具体策については説明は十分とはいえないが，およそその主
張の方向は明らかであろう。なおついでにいえば重要産業・金融の社会化に
ついては，前述の公営化（今日の国鉄・地方公営企業に当る）などのほかに
中央銀行の国営，公営庶民的銀行の新設など，今日からみればきわめて穏健
な社会化政策であったことは明らかである。
　ただここで，われわれは，社会民衆党だけに限らず当時の主要な無産政党
の税制要求の申に，資産課税の強化，とくに土地増価税（社会民衆党のばあ
い国税として）の設定要求がかかげられているζとに注目しておきたい。そ
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れは，いわゆる当時の寄生地主制において，農村部における地主制支配にと
もなう土地私有に関する諸問題はもちろん，とりわけ，都市部において，土
地所有者が都市化にともなう地価高騰などにより不当な利益を得るばあいも
しばしば起り，国税，地方税たる税制一とりわけ細民重富といわれtこ地方税
の大衆課税化！一の大資産所有者と小資産ないし無産者との不公平も著しく
なってきたことに由来していたともいえよう。
　元来，土地増価税の主張は，欧米諸国においても，すでに19世紀末帝国主
義の時代から，イギリス，ドイツなどを中心に，　たとえばドイツでは，帝国
・邦・市町村の行政需要の増大を反映して，経済学者・財政学者などの意見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）に多々みられたものである。プロシャ政府は1893年地方税徴収法の公布にあ
たり土地増価税が地方費の財源として適当なことを指摘，1898年植民地膠州
湾にて土地増価税を実施，その後，1904年～7年までにフランクフルト・ア
ン・マイン市はじめ11の都市で，1910年4月宋までに470の市町村で採用を
みている。これは社会民主党の原則的な主張の一つともなり，1909年の財政
改革以降帝国議会で論議され，1911年には，帝国政府の有力財源ともなりう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）るものとして帝国税として採用をみるに至ったのである。わが国でも，学界
アカデミズム（たとえば神戸正雄「土地増価干潮」京都法学会，ユ912年発行）やジャ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）一ナリズム，行政当局者によってこの問題の是非が議論きれているが，当時，
　　　　　　　　　（8）翌週正式には実現せず，今日の本格的な都市化時代に至るもなお実現をみる
（5）　この時プロシャではすでに地租・家屋税・営業税の3税と鉱業税を加えて4税の
　　地方への委譲がおこなわれた。
（6）　この間の事情については，たとえば広田司朗「ドイツ社会民主党の財政殻策」
　　136～138ページ参照。
（7）たとえば小川市太郎「都市財源としての土地課税」（都市問題第工巻5・6号，
　　大正14年，東京市政調査会刊）松岡寿逸「市政改善の基礎条件としての地租改革」，
　　同第5巻1・弓’，昭和2年，田中広太郎「都市の土地課税問題」同第7巻1号，昭和
　　3年，田川大吉郎「東京市の新増税計画に対して」同価！0巻1号，昭和5年，前田
　　稔靖「都市計画と土地増価税」同第ll巻3号，宇都宮鼎「土地増価税を論ず」地方
　　行政，第33巻第2号ほか。
（3）わが国でも，大正9年植民地関東州のみ実施，成功をおさめだといわれる。当時
　　の大都市では，大阪市などのように都市計画特別税の中にこういつた項目をおくと
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に至っていないものである。
　この問題がわが国では，大正デモクラシー時代の無産政党の主張の中にと
り入れられている事実は興味あることであるが，この点を，社会民衆閉創立
者でその代表的リーダーの1人たる阿部野雄の主張を中心に若干検討してお
こう。阿部野雄は，その著「土地公有論」（民衆政治講座，クララ社，昭和4年）
などを中心に，農村における地主・小作制など土地私有のもたらす弊害とあ
わせ，とくにいわゆる都市問題などとの関連を申子に土地公有化の準備とし
ての土地政策の必要を力説している。すなわち阿部は，まず，土地私有の弊
害が，農村においてはもちろん，都市においても大きい点についてのべ，土
地公有を一刻も早く実行しなければならないと主張する。しかし，「何分に
も今日では，まだ地主の勢力は強大であるから，私共が考える様に左程に簡
単に実現されるものでもない，土地公有の実現に有利な様に，社会の気運を
醸して行くには相当の時日を要するし，そして又その実現に当っては，相当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）の反抗を地主から予期しなければならぬ…」　とし，土地公有の実現を容易な
らしむるような準備をして置かねばならないと主張する。
　ところで，土地公有化の準備としてあげられる第（1）の施策は，阿部によれ
ばまず地租への重課ということである。農村不況下で，既成政党（政友会そ
の他）は，小作農に土地を買わせる　（いわゆる自作農創設維持政策）とか，
地租を軽減するとか，地租委譲などを主張しているが，これらは小農救済に
名を借りて大地主を擁護する政策であるというのである。とくに地租を軽減
するなどはもってのほかで，土地は独占的性質を有するもので，地主は高い
小作料をとり，しかも欧州大戦（第！次世界大戦）時の売買地価は法定地価の
7～8倍から10倍にも達し，法定地価を標準とすると地主の所得は年4割か
ら5割の高利に相当している。地価の騰貴は人口の増加と社会の発達による
もので，地租が法定地価の仮に100分の4と仮定しても，：地租負担率は軽減
　　ころもあったが正式なものではない。
（9）阿部磯雄，前掲「土地公有論」102ページ。
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するのみであり，土地には所有面積の増加にしたがって税率の高くなる累進
税を課せば，大地主はその所有地の大部分を売却することが利益と考えるよ
うになる。かくして大地主に土地を放棄させることが土地公有の準備の条件
となるというのである。　もっとも，近年の小作争議に煩わされた結果地主の
方も一面で，小うるさい財産となった土地を政府に時価またはそれ以上の価
額で買収させようという動きもあるので注意を要するとものべているρ
　土地累進税の必要なことは，単に農作：地のみでなく，都市の土地の不平等
な分配にこそあると阿部はのべる。人口密集の都会において数千ないし数万
坪の住宅地を一個人が所有するがごときは，実に傍若無人の行為であると阿
部はいうのである。また，米価の変動を防止し，米の投機的分子を除去する
第3表　東京市の堆代（1ケ月1坪に付き，単位円）
区割鵬地代1地 名　　最低地代　　　地 名　　平均地代
??????????
??????????芝
石
??????????
1，600
1，200
1，500
　730
　800
　500
　500
！，ooo
　700
　340
　640
　660
　900
　700
　350
有、　楽　　町
須　　田　　町
室町3丁目
銀座4丁目
芝口2丁目
飯倉町2・3丁目
溜　　池　　町
麹町12丁目
通　　寺　　町
小日向水道町
本郷3丁目
上野元黒門町
茶　　屋　　町
相生町5丁目
常盤町1丁目’
????????）【?l
??????
土手三番町
宮　　本　　町
濱町2丁目
引　　　　島
白金三光町
霞　　　　町
回　山南町
回　ケ　丘　日
干　　来　　町
米川　下町
駒込動坂町
上野桜木町
地方今戸町
新小梅町
石　　島　　町
????????
??????
??
平均地矧 305
注）第ll回東京市統計年表，大正2年。阿部，前掲書による。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）ため米の公営を実行することが地価の安定のために必要だというのである。
　第（2）に，地価（法定）の修正の必要である。わが国の法定地価は，明治初
年（周知の通り6年の地租改正によって）に決定したままでなかなか修正されな
（11）
い。明治38年の東京市の宅地坪当り約92銭が，大正2年には修正平均地価で
ユ坪7円66銭に相当する。しかし，これに約1，000分の25の地租を課してい
るのは，きわめて不公平だというのである。いま同氏の引用する第11回東京
市統計年表により，東京市内の：地代をみると，第3表のようになる。これに
よれば，東京全市の宅地ユ坪の地代は1カ月30銭5厘であり，仮にこれを30
銭として計箪すれば，1加年の地代は3円60銭となる。これを当時の市場利
子率約年6分（公債利子では年5分ていど）で資本還元すれば60円の元本となる
わけである。
　つまり，ユ坪の地価が平均60円ということになり，法定地価7円66銭の約
9倍にも達することになる。大正2年度，東京市が市区改正事業のために地
租割として徴収した租税は226，368円であったが，（法定地価に課税）もし，こ
れを地価修正して8倍にすると，地租割より生ずる収入は一躍ユ，810，940円
に増加レ，市区改正事業の達成はもちろん，市民を苦しめている電車賃の値
上げをする必要もないというのである。東京’市の国税として徴収する宅地租
は2，354，723円であるから，　もし地価を修正して8倍とすれば，たちまち
18，837，784円となり16，483，061円の増収となる。政府も東京市も財政難だと
いいながら東京市の地価修正を看過していることに問題があるとするのであ
る。
　まtこ，地主から地価を申告させ高いものには高率の累進税を課し，不当に
安い申告値段のばあいその値段で政府が買収する案とか，東京市にある田，
畑，山林，原野，池沼，雑：地の地目名称たる約80万坪余りの土地は，都市化
（IO）阿部，前掲書，　IO3～工08ぺn・一一ジ。
（11）阿部，前掲書，109パージ以下，わが国が無とん着であるのに泰西人は着々とし
　　て土地問題を解決している，と評価している。
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によって宅地相当値段になっているものが多いのに不当に低い法定：地価とさ
れ多くの脱税が行なわれているのと同じ結果になるので地目，地価修正を断
行すべきであるとものべている。
　第（3）に以上のことをふまえて，土地政策の確立，土：地増価税の設楓を提案
　　　（12）している。まず，都会の土地が急激にその地価を増加するのは，阿部氏によ
れば全く入口の増加などによるもので，地主の働きの結果ではないことiそ
して，上水，下水，道路改築，市区改正，電車，電燈，瓦斯などができれば
できるほど都市の地価は上るのであるから，地主が市費の大部分を負担すべ
きは当然であること，市税として所得税，営業税，家屋税などをとるのは公
平な方法ではなく，労働者の得る賃金は労力の結果えた所得であるのに比
し，地主の得る莫大な利益はいわゆる：不労所得であるので，この増収分に課
税することが賢明であること，などをのべたのち，つぎのように主張する。
　すなわち，土地政策の第1原則は，市有地の売払いということに極力反対
することであるとする。たとえば東京市が芝区や深川区の埋立地を（民間に）
売却せんとしているのは，全く市の永久的利益を無視するもので，市民は宣
しく与論をもって申止せしむべきだというのである。その例として当時のヨ
ーVッパの諸都市一とくにドイツのベルリン，ケルン，フランクフルト・ア
ン・マイン，ミュンヘンその他の諸都市一では，その市内だけで（ほかに市外
の所有地，道路や河面をみくむ官有地があるがこれらをのぞいて）市有地をその面積
の％からi／，も所有していること，また山林などの土地買収に極めて熱心であ
ることを，あげている。これに比し，東京市では当時，全面積23，800，900坪
・に対して1，468，290坪とわずかに％6にすぎない，と指摘する。’ベルリン市は
1901年より1911年までに1億500万円を土地買収費に費しているのである。
　第2原則として，土地増価税を起すことを提唱している。土地増価税．は，
・帝国主義時代の1910年にはイギリス（蔵相ロイド・ジョージ）において，すでに
みたようにドイツにおいては1911年帝国税として採用きれ，．1913年には一般
　（！2）阿部，前掲書，l19ページ以下。
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増価税に発展している。　「都市の：地価は，人口の増加と共に急激に増加する」
という嗣部の表現は，現象的にはともかく，経済学的には正確とはいえない
だろうが，　「今田の如く地主がその増加額をことごとく独占するのは決して
公平ではない，故に市がその一部を租税として徴収する…」ということを政
策主張の根拠にあげているのは，ごく当然な指摘であろう℃
　阿部は，（D土地の増価とは，地主がその所有地を売却すれば，その売価と
彼が以前その土地を購入せし時の買価との間に幾分かの差異を生ずるものを
称し，この増価分に対して市が若干の租税を課する，とし，②しかし，地主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しが土地に対して若干の改良費を投じたか，もしくは舖道，下水等のために若
干の費用を負担したことがある時には，これらを増価額より引去ることがで
きること（増価額が原価の1割に達せざる時は免税），（3）空地は多く投機的目的を
もって所有せられているので，課税率が高い（家屋を建設した土地の2～3倍），
また全く不要な状態にある時は，土地の維持に費したる金額と年4分に相当
する利子などを増価額より引去ることができ，逆に土地より何らかの収入を
えたばあい増価額に加算すべきこと，（4）土地増価税は販売者の負担すべきも
のであること，またその税率は累進税率をあてるべきこと，などものべ，ド
イツのブレスU一市の例，1911年の土地増価税の先例などもあげてこれをす
　　　　　（工3）
い奨している（同時に阿部は，　ドイツのそれがかなり低率で・あったことも指摘してい
　（14）
る）。
　以上のようにして，阿部磯雄は，ニューヨーク市や東京市など，世界の諸
都市の市費の大部分は，土地増価税をもってまかなうことが司能となるこ
と，また，無産政党の間で唱えられている庭園税，閑地税などの採用も根本
的な解決法ではないにしても，土地公有化の実現に必要な準備となる点をの
べているのである。きらに別の論文では，都市自治体の土地公有化のみなら
（13）　このばあい，ドイツでは帝国税として帝国政府5割，連邦政府1割，都市は4割
　　の配分の割合であった。
（ユ4）阿部は，ドイツの例では土地増価額一割以下で課税率10％，IO割で15％，20割で
　　20％，29割以上は30％，定率課税であった点を例示している。
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ず，北海道や樺太の耕作地や山林を惜気もなく売るようなことをしないよう
　　　　　　　　　　　　　　（ユ5）な国家の土地政策が必要なこと，まtこ，土地所有者は，道路交通手段整備に
よって周辺の地価高騰により多大の利益を受けるので，道路交通事業に（該
当の所有地を）寄与する処があってもよいとのべ，：地主への受益者負担論を
展開している。
3．地方政党の運鋤
　以上阿部磯雄の主張を，かなりくわしく例にとりあげてみたが，こういつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）た都市自治体の土地課税対策を中心とした都市政策は，当時の他の無産政
党，たとえば，日本労農党や日本農民党，無産大衆党など7党合同により結
　　　　　　　　（？）党をみた日本大衆党（昭和3年12月20日，麻生久を委員長に結成），：全国大衆党（昭
　　　　　　　　　　　　（3）和5年7月20E1創立），労農党（昭和4年ll月2日，大山郁夫ら）その他の無産諸政
党の政策主張に強調の濃淡，精粗のちがいはあれ，おりこまれていたといえ
よう。一方，自治体財政の危機を分析し，これが救済策について，e無産階級
運動の立場から市町村財政の改革を提言したものに織本侃などが存在するこ
　　　　　　　　　　　（4）とはよく知られているが，ここではこれ以上ふれることができない。
（15）　阿部磯雄「大都市の土地政策に就て」　（前掲，都市問題，第lO巻⊥号）
（16）　　〃　　「土地受益者と道路交通」　（地方行政，第33巻第2号）
（1）土地公有化論については，政治研究会調査委員会における有沢氏の見解や，秋守
　　常太郎「土地国有論（労資問題解決）」東洋経済新報社，大正9年）などもある。
（2）麻生久のひきいる日本大衆党は，田中内閣にかわる浜口民政党内閣の金解禁政策
　　にともなう民衆の生活安定と負担の軽減，悪税の改廃をつよく主張し，租税政策と
　　しては，財産税の創設とその累進賦課，所得税，地租，相続税，営業収益税の免税．
　　点引上，高率累進賦課や地方税改革として，府県営業税，戸数割及家屋税の廃止，
　　雑種税の改廃などを主張した。また都市政策として，選挙スローガンに家賃，電灯
　　料，瓦斯料制限法の制定／（前掲「各政党の主張」）などをかかげており，地方の．
　　運動にもつよく影響している。
（3）とくに労農党の新政策には，地方自治要求として，地方自治体の完全なる自主
　　化，府県知事，市町村長等一切の自治体公職の直接選挙などもかかげられていた。
　　（前掲「各政党の主張」122ページ）。
（4）周知の通り，当時千葉県市川町に住み無産政党の有力な一一オルガナイザーとして
　　活躍した織木侃も，その著「我国市町村財政と無産階級」　（新興科学社，昭和4
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　つぎに，こういつた申央の無産政党の諸要求が，当時の地方の無産政党運
動たはどのように反映し展開していたか，その点を岡山県の社会大衆党など
に例をとり若干みておこう。
　かつて，片山潜（岡山県久米郡久米南町羽出木出身），森近運平（同後月郡高屋＝＝
現井原市出身，明治37年岡山いろは倶楽部など創立），山川均（同倉敷市出身）らをは
じめ多数の無産運動の先覚を生んだ歴史をもつ岡山県の無産政覚運動は，19
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）25（大正14）年12月6日，岡山県無産者団体協議会（政治研究会岡山支部など7団
体が参加，於岡山市医師会館）の結成をみる前後から岡山市や周辺の西大寺，上
道，和気，新興の倉敷市（昭和3年4月工日市制施行），県西部の笠岡町，県北
の津山市（昭和4年1月20日市政施行），などを中心に運動の展開をみせている。
すでに大正13年4月，東京についで設立された政治研究会岡山支部（支部長貞
頼卓男）は，大正15年（昭和元年）大衆教育同盟岡山支部に改称，同年7月8
日，労働農民党岡山県支部（委員長宮向国平）が発足，ほかに大阪に本部をお
く各種無産青年団体組織もあった。普選後には，社会民衆党岡山県第1支部
（昭和3年7月22日，支部長岡田勘一），　日本大衆党岡山支部（昭和4年5月8Ei，
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）幹事長若狭幸蔵），岡山市政刷新同盟（昭和4年9月）などを結成，地方財政改
　　年）において，市町村財政の改革として，各種附加税の改正，悪地方税として現存
　　する戸数割，特別地税，営業税，雑三哲中勤労者負担となるべき税の廃止と共に，
　　これにかわる（1｝土地増価税，（2）間年税，庭園税，（3）年期地税，（4）百貨店税，（5）一般
　　財産増加税，資本課税，㈲不在地主税の新税の新設などを提案している。，とくに土
　　地増価税についてはつよく主張し，この税は，　「大正12年内務省が都市計画特別税
　　として，市町村に本税を許可しようと勅令原案まで作成したが，男爵阪谷芳郎氏を
　　先頭とする帝国主義者の反対のため流産させられてしまった」（同書143～146ペー
　　ジ）とのべている。
（5）　この協議会には，日本労働組合評議会中国地方評議会，日本労働総同盟，玉造船
　　労働組合，日本農民組合岡山県連，岡山県水平社，政治研究会支部，無産青年同盟
　　岡山県連合会，など7団体が参加，無産階級圧迫法令撤廃などと共に無産者生活の
　　擁護，借地借家人組合設置などをかかげていた（「岡山県労働運史」昭和39年，IO7
　　～109　Ae　・一ジ）。なお普選最初の岡山市会議員選挙には，同協議会推薦候補として，
　　中原健次が300票以上をとり初当選した。
（6）　岡山市政刷新連盟は，守屋岡山市長時代，津下臣太郎を委員長に，角南良三を書
　『記長として結成。市政問題貫徹のため市民闘争のカンパニヤなどを起している（同
　　125Ae　一一ジ）。
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革，地方自治運動も展開している。
　いま，これを日本大衆党岡山支部（支部長山上武雄）の創立準備委員会記録
（昭和4年2月1日，午後±時，於岡山市内山下，禁酒会館）などに例をとってみる
と，そこには，山上武雄，河本重吉などの名のもと，「非合法下の労農同盟
と絶縁して穏健なる合法政党を作りつつあり…」とし，「本年（昭和4年）
…2月下旬に編成せらるべき市町村の次年度予算に対する闘争を開始し，2
月末日以前に我々の希望条件を列記して…例えば家屋税や自転車税付加税の
廃止，農繁期托児所の設置，小学校用品の無料給与等々…その市町村の実情
に則（即）したる中産以下に最も有利なような予算を編製（成）なさしむべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）く市町村長及市町村会議員に向けて要求をなすこと…」などの議事記録がみ
える。
　1929年（昭和4年）3月24日，上道郡支部（支部長河本重吉）の設立に当り
発会式が，岡郡司知村益野公会堂にて開催きれており，そのスローガンとし
て，『市町村会を民衆の手に』，『中産以下の負担する税金を引下げろ』の
2つをかかげ，「集合泳員100有余名にて郡内各町村に亘って，その有志を
網羅して居った，特に注目に値すべき現状は青年の顔触多く6高学生，大学
　　　　　　　　　　　　　　　　（7）生など多数の来会者のあった事である」　と記録されていることからして，そ
の市町村議会選挙に向けての運動の大衆的性格は明らかであろう。上道郡支
部新役員山上，藤原，河合，武田，西山は百間川沿岸村民代表と共に，守屋
新岡山市長に会い，旭川改修変更に対する決議文を手渡したり，　また各地で
町村政革新演説会などを行なったりして運動を展開している。
　ところで，日本大衆党岡山県支部連合会の創立大会は，昭和4年5月8日
午後，岡山市城下の禁酒会館にて開催されそいる。弁士には，申央から浅原
代議士，堺利彦，森脇神戸市会議員，加藤勘十，浅沼稲次郎の顔がみえる。
議案には，（1）県税自転車税撤廃に関する件，（2）電灯料値下運動に関する件，
（7）以下は，法政大学大原社会問題研究所，所蔵資料による。
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③借家込運動に関する件，（4）耕作権確立に関する件，㈲市町村会議員選挙に
対する方針の件，などがかかげられていt。とくに，自転車税廃税運動は，
…岡山県無産住民運動の一一つの特色をなすものであっセといってよい。
　周知の通り付加税主義をとる当時の地方税制度は，帝国主義財政下細民重
課の悪評高い地方独立の多数の雑種税によってやっとその地方財源の窮乏を
まかなっていたが，当時の岡山県税でもこういつた生活必需晶への課税にま
で及んでいtのであった。いまこの大会の決議案の趣旨をみると，
　「自転車は無産階級の生活必需品である，生存競争の激しい今日，若しも自転車すら所
　持せざる者あらんか，その者は必ずや社会の落伍者の群れて陥落するであろう。而し
　て，その乗用する自転車には高級なるもの極めて少なく十中八・九三は50円以下の安価
　物なり，工台10円の自転車に1力年税金8円と云う奇現象さへある，自転車税は実に無
　産階級に加へらるる重税の最大なるものと云っても差し支えない。既にブル政党たる民
　政党すら其の全廃を高唱しているではないか。我党は此の創立大会に於て具体的の方針
　を定めて明年度県予算には必ず其実現を期さなくてはならぬ。同税全廃後に変る可き税
　財源の如きは回れを有権（産）階級負担の税種目に転稼するか或いは又新税目を起すか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）　すれば其捻出は誠に易々たるものがある…」。　　　’
　浜口内閣の緊縮政策下，民衆負担軽減の趣意にレたがって澗申県当局およ
び県議会議員への陳情にもしばしば出かけたり，岡山県自転車廃税期成同盟
会（会長佐藤富三郎）などを結成したり，県下自転車商組合及び岡山県民政党
支部などとも共同戦線をとるなどの方針のもとで活動を展開している。
　いま，昭和4年7月19日の同党岡1！i県支部連合会（代表山上武雄）の岡山県
知事香阪昌康宛陳情書によると，県財政の緊縮整理によりて捻出したる費額
は必ず之を民衆負担税の廃減税に充てらるべきこと，とくに民衆負担税中自
転車税は税額56万円（13万2千台，1台税4円20銭に当る）なるにより，之の税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）目は全部血税を断行せらるべきこと，などの要望が記されている。とくに岡
（8）同上，社会大衆党資料。
（9）　同上資料。なお岡山県政史によれば，当時の岡山県税収入のうち雑種税は2フ種に
　　もおよび，うち車税が最大収入をなした。車税のうち自動自転車税一輔金拾円，荷
　　　　　　　　　　　　　　　　一　150　一
無産政党と都市政策　425
山県自転車廃税期成同盟会はその事務所を上道郡財田村長岡におき，同盟会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）規約も作成しその活動も，いわゆるNN　IOO万円運動。　とよばれたように党派
をこえ，また，当時の岡山市や県下市町村財政改革運動とも結びついて，か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）なり大衆的な活動に発展したことが注目されよう。
第（2）に電灯料値下運動に関する件の趣意をみると，
　電灯の如き，独占的公益事業は，原則としてこれを市町村の公営に移すべきである，
また市町村の財政的基礎薄弱なるの故を以ってこれを私営に任ねてある以上は其会社の
利益金の配当の如きは銀行利子程度を以って至当とする，尚又事業遂行上の性質より見
るものと電気事業は水路・道路・橋梁，其他公共の営造物を占用使用するに非ざれば全
くその営業の不可能な点に考へるも，その収益を独り会社の専有に委ぬべきものでなく
一般民衆の生活の為に還元すべきは社会公正の観念上至当である。
　加うるに電力の生産原価なるものは非常に低廉にして，例えばIO燭光に要する1ケ月
　　積自転車税一輌金6円，乗用自転車税（車輪の外法直径22吋以上一輌金4円20銭，
　　22吋末隠金1円80銭），附属車税金2円などときわめて高率であった。
（10）　岡山県の自転車税総額は県市町村税を合算して1力年IOO万円であったので，こ
　　の運動の別名を100万円運動ともいった。同上資料。
（ll）いま自転車物税期成同盟会の昭和4年8月lO日の声明書にも，およそ次のように
　　記されている。労をいとわず記してみると一，「自転車税は民衆負担税として最も
　　普遍的なものである。往時は自転車と云へば村でも医者に1台あったのみである。
　　この時代では自転車は貴重品であり贅沢品であった。今は大都会から山村に至る迄
　　迫り来る激しき生存競争に負けじとして行くものには，なくてはならぬ生活必需品
　　であり又一面生産用具でもある。其の上吾々の使用する自転車は概ね安価品にして
　　1台lO円内外のものさへ多々ある。1台10円の自転車に1ケ年の税金8円乃至IO円
　　とは誠に世に類なき重税ではないか。今は世は不景気のドン底に沈み民衆の疲労は
　　極度に昂く税金の重圧は黒雲のように吾等の上にのしかって来て居る時濱口内閣顕
　　れて財政の緊縮整理の鉦鼓を叩けども吾等の負担軽減には直接手をつける模様更に
　　なく我が岡山県の財政も中央にならひて1割5分減との掛け声はあれども，果して
　　託れが130万県下大衆の一人にどれだけの負担軽減となって顕れるか頗る疑問であ
　　る。今や県民一般の要望する処は，県債の償還にはあらず，女学校の県営移管取消
　　にもあらず，只々勤労階級者の生活苦と闘うて気息奄々たるの場合此の対症療法は
　　負担の軽減をおいて外に途はない。その負担軽減こそ自転車廃税である……税の本
　　質としても，斯る民衆泣かせの重負担は良財源とも思へず。昔佐倉の暴君は天秤棒
　　にさへ運上を課したさうである。時は昭和の聖代にあたりて此の民衆の下駄草履に
　　も等しき物品にしてその用途は天秤棒と選ぶなき生産用品に迄課税するが如きは大
　　なる時代錯誤である…」。工971年8月15日のニクソン声明はじめドル・ショック下
　　の今日の地方財政をとりまく問題と比較して興味あるところであろう。
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の電力2千2百ワットと概算して電力1キロワット最高額に見積って2銭5厘とするも
1ケ月に要する電力原価は5銭5厘余にすぎないのであります。この上に要する費用・
変電所，点灯設備費，諸税金等を加うるも，エケ月60銭内外の10燭光電灯料金をとる電：
灯会社の暴利は真に驚く可きではないか。とし，
　（li）一戸一灯需要者の電灯用5割減額
　回　其他の電灯料金の5割減額
　㈲　規定の電力を送れ
　（以上の方法は瓦斯，水道料値下運動に対しても類似の事情にある限り適用される）・
　　　　　　（Il）などを主張した。
第（3〕に，借家人運動に関する件については，
　不景気の風にふき捲くられて居る都市の勤労大衆の第工の苦痛は家賃の負担である。
最近家屋税鋭鋒は，漸次当然家主負担たる輝き課税をして借家人に転平せしめられて診
る。加うるに家主根性は増々露骨に顕われて，借家の修繕手入は出来るだけはこれを回
避して，外観を飾るに専らにして見えぬところは絶対に之に手を下さずに放置しておく
と云う有様である。だから我々の収入の大半を搾取されるこの家賃に対する不平は，広
汎なる大衆の間に高く起っておる。我党支部は借家人運動に積極的に参加し未だ借家人．
の組織なき所では，これを作ることに努力をなす帯きである。スローガンとしては，
　工．家賃3割値下げ
　2．　敷金缶U築三散廃，　をカ〉カ〉げ，
　此の運動は，電灯料，瓦斯，水道料値下運動に結びつけ，動員されたる労働者無産市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　民大衆を我党支部に組織する……としている。
　そして第（4）に，小作料の減額要求などを支持し，「耕作権の確立」「土地
を農民へ」のスローガンのもと，とくに田申政友会内閣を“地主応援軍、と
　　　　　　（13）規定している。
　その他市町村会議員選挙に向け市町村革新演説会を各地で開催するなどの
（12）　同上資料。
（13）同上資料。
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方針を打ち出している。これらは，当時の岡山市政刷新運動や市町村財政改
革運動（のちには，岡山県議会の刷新運動にも発展）と結びつく大衆的な地
方自治運動だった：といえよう。
むすびにかえて
　以上みた点から，第一次大戦後の都市化一都市貧民問題と農村問題の矛盾
の激化の中でわが国無産政党の都市政策の特徴点をみると，第（1）li，中央段
階（大都市）でもとくに地方都市の運動において，その合法主義的，社会民
主主義的といわれる党の性格を反映して，都市対策の主張や要求は，土地課
税政策の転換，地方附加税の独立税化，家屋税はじめ雑種税の二二運動，住
宅政策その他きわめて具体的で豊富な内容であり都市労働者のみならず都市
雑業層をふくむ小ブルジョアジーの要求にこたえうるものであった点を指摘
できよう。
　第②に，土地増価税の主張にみられるような帝国主義財政下における欧米
諸国の先行的な都市政策を導入しようとした主張の性格がみられる。
　第③に，運動を支えた階層については，上記のような土地課税の主張，減
税，廃税要求運動の具体性，日常性などによって都市労働者と小作料減免を
要求する自小作農民の結びつきを一層可能にさせたのみにとどまらず，とく
に営業税の減税，雑種税の廃税などをつよく要求する零細小営業者大衆をか
なりのていどまでその陣営にひきつけえた側面を指摘できることである。つ
まり，附加税主義の制約下，細民重三といわれた地方税の大衆課税重圧化と
対照的に，それが運動としては，都市部労働者のみならずとりわけ，小営業
者層，農村部では小作者や農業生産力の事実上のトレーガーとなった自小作
小農民層をまきこむ運動にまで昂められえたわが国大正，昭和初期の地方自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　治・住民運動の積極的な一側面を見逃しえないのではなかろうか。
（！）いわゆる「労農同盟」ないしは「統一戦線」形成への条件として都市小ブルジョ
　ア層その他の役割を再評価する考え方には，江口圭一「大恐慌期の人民闘争」（歴
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　しかし，第（4）に，それはまた一面で（ここでは問題の指滴にとどめざるをえない
が）小営業者がもつブルジョア・ラジカリズム，独占金融資本の上からの維
持政策によってももたらされる中小農民層のもつ保守的性格などの交錯する
中で，こういつた階層を如何に運動の戦列にひきつけるかが論争の大きな焦
点の一つだったともみられ，運動の性格問題から派生する分裂と統一のくり
返し，合法政党のワク内での知識込活動家や支持者の小市民性，割拠性，地
方性，など運動内部にみられる数々の矛盾と，そして無産運動全体の力不足
一当時の資本蓄積水準と都市化のていどをも反映して一が，そのかかげた要
求の具体的，大衆的性格にもかかわらず，結局地主制支配の再編，当局の弾
圧の強化と1936～7年以降のファッシズム化の嵐の中で運動を変質あるいは
挫折きせ，わが国におけるいわば“下からのミ地方財政改革運動を不徹底に
終らきざるをえなかった側面を指摘せぎるをえないことであろう。それは帝
国主義ドイツにおける社会民主党の財政政：策（そしてその運命）に比較して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）も興味ある問題を投げかけているというべきである。
　　史評論，No．219，1968年ユ1月号）ほかの歴史学界における一連の論稿がある。筆
　　者もこういつた問題提起の方向を受けとめてゆくことには賛成であるが，そのばあ
　　い地方税財政改革運動との関連での検討がなお必要とされてこよう。
（2）　ここでは紙数の関係でこういつた問題のよりたち入った検討には予稿を用意せざ
　　るをえない。またここでわれわれが注自しておきたい点は，⊥920年代から193Q年代
　　初頭に至るわが国無産政党運動の租税改革運動の中に，当時の地方自治；住民運動
　　の重層的構造展開への結節点，いいかえればミ草の根N・財政民主々義の一つの「原
　　型Jを辿りえないかということなのである。
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